
個人信用情報の取り扱いについて

現金後払い方式による売買契約書から取得する個人情報の利用目的について

■下記業務を遂行するために、現金後払い方式による売買契約書から取得する個人情報の利用目的は、以下のとおりです。

個人情報を利用する
当社の業務 利用目的

利用する個人
情報の類型

与信(保証審 査･途上与信を含む。以下同じ)･与信 後の管理のため
：支払能力に関する情報の収集等 (1)( 2)( 3)( 4)( 5)  

申込みや契約に係る適合性や妥当性の判断のため
：破産等官報情報等やその他公開情報、及び貸出禁止依頼情報等

各種取引の申込み受付、契約締結（与信を必要とするものを除く）のため
：取引における期日管理、書類送付、お客様名簿の作成等

お客様からの問い合わせ事項、要望事項に回答・対応するため
：当社商品へのご提案、当社に対するご意見・ご質問への回答等

税務・会計処理のため
：納税、償却処理等

上記の他契約又は法律に基づく権利の行使、義務の履行等のため
：本人確認法に基づく義務の履行、提携契約の履行、受託業務の履行、訴

訟への対応等

信用調査業務

売買契約業務

その他会社の目的とし
て登記している業務

(1)( 2)( 3)( 5) 

(1)( 2)( 3)

(2)( 3)

(1)( 2)( 3)( 5) 

(1)( 2)( 3)( 4)( 5)  

(1)( 2)( 3)( 4)( 5)  

利用目的
利用する保有個人
データの類型

与信（保証審査・途上与信を含む。以下同じ）・与信後の管理のため
：支払能力に関する情報の収集、取引における期日管理、利用明細書送付等

与信・与信後の管理のため、当社が加盟する個人信用情報機関（個人の支払能力に関する情報の収集
及び加盟会員に対する当該情報の提供を業とするもの）及び当該機関と提携する個人信用情報機関へ
の照会及び登録するため
：支払能力に関する情報の収集、現金後払い方式契約の申込みがあった事実の照会及び登録、客観的
な取引事実の照会及び登録等

第三者（提供する旨の同意を得た提供先に限る）への提供のため

上記の他契約または法律に基づく権利の行使、義務の履行等のため
：本人確認法に基づく義務の履行、提携契約の履行、受託業務の履行、訴訟への対応等

(1)( 2)( 3)( 4)( 5)  

(1)( 2)( 3)( 4)( 5)  

(1)( 2)( 3)( 5) 

■上記利用目的により、現金後払い方式による売買契約書から取得する保有個人データの利用目的は、以下のとおりです。

（1） 属性情報（氏名、住所、生年月日、性別、電話番号、ＦＡＸ番号、携帯電話番号、勤務先内容、家族構成、兄弟構成、住居状況、
その他契約書等に記載された事項等）

（2） 契約情報（契約の種類、申込日、契約日、商品名、契約額、支払回数、毎月の支払額、支払方法）

（3） 取引情報（当社との契約に関する利用残高、月々の返済状況等、取引の現在の状況及び履歴その他取引の内容）

（4） 支払能力判断のための情報（資産、負債、収入、支出、当社と締結する契約に関する利用残高、返済状況等）

（5） 本人確認のための情報（運転免許証、パスポート、住民票の写し又は外国人登録票の記載事項証明書等に記載された事項）

■上記利用目的により、現金後払い方式による売買契約書から取得する個人情報・保有個人データの類型は、以下のとおりです。



個人信用情報機関への登録・利用

■当社が加盟する個人信用情報機関（株式会社シー・アイ・シー）と提携する個人信用情報機関は、下記の通りです。
１）全国銀行個人信用情報センター ＴＥＬ：０３－３２１４－５０２０

ht t p:// www.ze nginkyo.or.j p/pcic /i ndex.ht ml
〒１００－８２１６ 東京都千代田区丸の内１－３－１
※主に金融機関とその関係会社を会員とする個人信用情報機関

２）全国信用情報センター連合会（全情連）加盟の個人信用情報機関
フリーダイヤル：０１２０－４４１－４８１（最寄りの全情連加盟個人信用情報機関につながります）
ht t p:// www.fc bj. jp
〒１０１－００４２ 東京都千代田区神田東松下町４１－１（全情連事務局）
※主に貸金業者を会員とする個人信用情報機関

■当社が加盟する個人信用情報機関（個人の支払能力に関する情報の収集及び加盟会員に対する当該情報の提供を業とする者。
以下、「加盟信用情報機関」と称します。）及び当該機関と提携する個人信用情報機関(以 下、「提携信用情報機関」と称し
ます)に照会 し、お客様の個人情報（当該各機関の加盟会員によって登録される契約内容、支払状況等の情報のほか当該各機
関によって登録される不渡情報、破産等の官報情報等を含む。）が登録されている場合には、当社がそれを与信取引上の判断
（支払能力または転居先の調査をいう。）のために利用します。

■お客様の客観的な取引事実に基づく個人情報が、加盟信用情報機関に登録され、加盟信用情報機関及び提携信用情報機関の加
盟会員により、お客様の支払能力に関する調査（支払能力または転居先の調査をいう。）のために利用されます。

■加盟信用情報機関及び提携信用情報機関の名称及び連絡先等は下表のとおりです。また、当社が本契約期間中に新たに個人信
用情報機関に加盟する場合は、別途、書面等により通知し、同意を得るものとします。

〒160-8375 東京都新宿区西新宿1-23-7新宿ファーストウエスト15階
Tel 0120-810-414（フリーダイヤル）
URL http://www.cic.co.jp
・主に割賦販売等のクレジット事業を営む企業を会員とする個人信用情報機関

株式会社シ－・アイ・シ－（ＣＩＣ）

住 所 ・ 電 話 番 号 等名 称

当社は、上記利用目的により現金後払い方式による売買契約書から取得し保有する個人データ（コンピューター、ファイリング等に
より検索可能な状態のもの）に係る開示等申請を受付けた場合は、当社所定の方法により速やかに対応いたします。但し、申請内容に
よっては相応の日数を要すること、及び当社の営業秘密・ノウハウに属する情報、与信審査等における評価情報、保有期間を経過し現
に当社が利用していない情報等については開示できないことを、予めご了承いただきますようお願いいたします。
開示等申請を受付けさせていただく方ご本人もしくは代理人（未成年者又は成年被後見人の法定代理人［親権者、後見人］及び任意代
理人［本人が開示請求の委任をした者］）から開示の申請をいただいた場合に、開示に応じさせていただきます。また、開示は原則と
してご本人（ご本人住所）宛にさせていただきます。なお、代理人からの開示申請の場合には、代理人申請の理由やご本人とのご関係
などについて、直接ご本人に確認させていただく場合があります。

開示等申請は、当社所定の申請書に必要事項をご記入及び次の「開示等申請に必要な書類」を添付いただき、下記お客様相談室へ郵送
にて申請くださるようお願いいたします。

■開示等申請の手続き

■開示等申請に必要な書類

現金後払い方式による売買契約書から取得する個人情報の開示について

本人 法定代理人 任意代理人

開示等申請書 ○ ○ ○

本人又は代理人自身を証明す
るための書類 ○（注１） ○（注１） ○（注１）

法定代理人の資格を証明する
ための書類 － ○（注２） －

任意代理人の資格を証明する
ための書類 － － ○（注３）

注１：ご本人又は代理人自身を証明するための書類として、運転免許証写し・旅券（パスポート）写し・健康保険証写しを添付してく
ださい。なお、各証明書は、有効期限内のもの、又は発効日から３ケ月以内のものにてお願いいたします。

注２：「未成年後見人」の場合は、戸籍謄本、裁判所の選任決定書写し、後見登記の登記事項証明書、のいずれか１点を添付してく
ださい。「成年後見人」の場合は、裁判所の選任決定書写し、後見登記の登記事項証明書のいずれか１点を添付してください。

注３：任意代理人による申請の場合は、ご本人に実印の捺印をいただいた委任状と印鑑証明書を添付してください。

http://www.zenginkyo.or.jp/pcic/index.html
http://www.fcbj.jp/
http://www.cic.co.jp


開示申請の手数料として、５００円を請求させていただきます。
なお、手数料は、定額小為替にてご用意いただける様、お願いいたします。

■開示申請の手数料

■開示等申請の受付けにおいて取得した個人情報の取扱い
開示等申請に伴い取得した個人情報は、開示手続きに必要な範囲において取扱います。また、ご提出いただきました書類は、開示等
の対応が終了しました後、１ヶ月の保管期間が経過した後、機密性を保って廃棄させていただきます。

■開示に応じられない場合
次に定める場合は、開示に応じられませんので予めご了承くださいますようお願いいたします。
・申請書にご記入いただいた住所等やご本人確認のための書類に記載されている住所等が、当社の登録内容と一致しない場合など、

ご本人又代理人であることが確認ができない場合
・代理人による申請に対して、代理権が確認できない場合
・所定の申請書類に不備があった場合
・開示申請の対象が、保有個人データに該当しない場合
・当社の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合
・本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利害を害するおそれがある場合
・他の法令に違反することとなる場合

当社は、当社の保有個人データを開示した結果、その保有個人データが事実でないことが判明した場合は、その保有個人データの利
用目的の達成に必要な範囲内において、速やかに訂正等に応じます。

■「訂正等」に関する事項

■お問い合わせ先
イッティージャパン株式会社お客さま相談室

フリーダイヤル：0120-35-3554
Ｅメール:support@ittti.co.jp

当社は、個人情報の保護に関する法律に基づく認定個人情報保護団体である社団法人日本クレジット協会の会員となって
おります。

【社団法人日本クレジット協会】

相談受付電話：03­5645­3360

認定個人情報保護団体について

mailto:support@ittti.co.jp



